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５ 宅地建物取引業人権推進員制度

● 宅地建物取引業人権推進員制度とは
大阪府では、宅地建物取引の場において発生している同和地区に対する差別や、外

国人、障がい者、高齢者等に対する入居差別をなくしていくため、さまざまな取組を

行っています。

これらの取組をさらに進めるため、平成18年度に、不動産に関する人権問題連絡会

とともに、大阪府知事免許を有する全ての宅地建物取引業者（以下、「宅建業者」と

いう。）に人権推進指導員を置くという制度を創設し、平成28年度末までの11年間

で延べ3,200人を超える「人権推進指導員」を認定してきました。

平成27年4月に施行された改正宅地建物取引業法により、宅地建物取引士の資質向

上を図る観点から、宅地建物取引士証の交付（新規、更新）時の法定講習において、

人権に関する内容の充実が図られたことで、人権に関する講習を受講した宅地建物取

引士が府内の全ての宅建業者に設置されることとなり、宅地建物取引業人権推進指導

員制度創設時の目標が達成されることになりましたので、この制度は、平成28年度末

で終了しました。

平成29年4月から、新たに、宅建業者の従業者で、直接お客様である府民と接する

機会が多い一般従業者を主たる受講者とした「宅地建物取引業人権推進員制度」をス

タートしました。

今後とも、この人権推進員を中心に、宅建業者自らによる同和問題や入居差別など

の人権問題解決に向けた主体的な取組が進められるよう、大阪府としても、支援して

いきます。

● 「人権推進員」に求められる役割は
日常の宅地建物取引業務の場で、人権に配慮した業務推進の中心的な役割を担って

いただくとともに、宅地建物取引業界全体における人権問題に関する正しい認識の普

及と人権意識の高揚に努めていただきます。

● 「人権推進員」の認定を受けるには
宅地建物取引業人権推進員養成講座を受講する必要があります。

この講座では、人権推進員として知っておく必要がある人権問題（「宅建業者はな

ぜ人権問題に取組む必要があるのか」「人権問題の基本」「不動産と同和問題」「外

国人や障がい者・高齢者などの賃貸住宅入居を巡る人権問題」「個人情報の保護」等）

について講義を行います。

開催は、原則、偶数月の第１水曜日に開催します。

日程等詳細については、ご加入団体又は大阪府建築振興課にご確認ください。

● 「人権推進員」に認定されると
「人権推進員証」と店舗に掲示していただく「人権推進員設置店ステッカー」をお

渡しします。このステッカーを従事されている事業所の入口に貼っていただき、

「人にやさしい宅建業者」として、お店のイメージアップにつなげてください。
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４ 基本的人権の尊重と宅地建物取引

● 宅地建物取引業法第４５条には宅建業者の「秘密を守る義務」が明記されて

います。不動産という重要な財産を取り扱う宅建業者は、お客さんの財産や家

庭に関する秘密を知る機会が多いため、これら業務上知りえた秘密を他に漏ら

してはならない義務が課せられているわけです。これは宅地建物取引業を営ま

なくなった後も同様です。

● また、「個人情報の保護に関する法律」では、個人情報を取扱う事業者に対

して、個人情報の利用目的の特定などが義務づけられて、その取扱いについて

個人の権利利益を侵害することのないよう必要な措置を講じなければならな

いとされています。

これらの義務は個人のプライバシーにかかる問題であり、日本国憲法の保障

する基本的人権に根ざしています。

● 守秘義務や個人情報保護はもちろん、その基本となる個人の尊厳や自由・平

等などの基本的人権を尊重しなければならないことはいうまでもありません。

国や地方公共団体、さらには国際連合においても、これらの尊重を重要な基

本的課題としてとらえ、人権問題への対応と解決への努力を重ねています。

特に、国民の住生活の向上等に重要な社会的使命を担っている宅地建物取引

業の展開にあたっては、この基本的人権を尊重することが必要であり、誰もが

大切にされる住みよい社会の実現を目指してこそ、お客さんから信頼を得るこ

とにもつながります。

大阪府では、これらを踏まえ、「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」

に、宅地建物取引にかかる人権問題を行政指導対象として明記しています。

宅建業者の皆さんは、常にお客さんのことを思いやった業務を心掛けるとと

もに、一切の差別を許さない明るい社会づくりをめざし、人権尊重の輪を広げ

ていってください。
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６ 関係法規・資料

● 大阪府宅地建物取引業における人権問題に関する指針

（平成5年3月策定、令和４年4月最終改定）

人権は、私たち一人ひとりにとってかけがえのないものであり、誰もが生まれながらに

して持っている「人間として幸せに生きていくための権利」である。

しかしながら、戦後の我が国の社会、経済、文化のめざましい進展にもかかわらず、同

和問題をはじめ外国人、女性、高齢者、障がい者、子どもなどの人権に関わる問題が存在

している。さらに国際化や情報化、科学技術の発展など社会情勢の変動によって、プライ

バシーの侵害などの新たな人権問題も生じている。

現に、予断と偏見に基づく差別は根強く残っており、宅地建物取引の場において、物件

が同和地区かどうか、同和地区を校区に含むかどうか等の調査及び価格面における差別的

扱いや、在日外国人や高齢者等に対する民間賃貸住宅への入居機会の制約などの形で問題

化している。

差別があることは、人間としての市民的権利と自由が完全に保障されていないことであ

り、これをなくし、全ての人の人権が尊重される社会の実現を目指すことは、基本的かつ

緊急の課題である。同和問題をはじめとするさまざまな人権問題（以下「人権問題」とい

う。）の解決の推進は、国民的課題であるとの認識の下、関係者はその保有する機能を十

分に発揮してこれに取組む必要がある。

１ 宅地建物取引業における人権問題

(1) 宅地建物取引業者は府民のニーズに合わせて、良好な住宅、ビル、宅地等を提供

し、その業務の適正な運営と取引の公正とを確保しなければならない社会的責務を

負っている。とりわけ、通常の商品、サービスに比較して極めて高額な財産である

不動産を取扱う者として、消費者から高い信頼を得ることが要求されている。

(2) 一方、宅地建物取引の場において、人権問題が生じている。このことは、府及び

宅地建物取引業界団体が関係機関の協力によって実施した「宅地建物取引業に関す

る人権問題実態調査」によっても示されている。

このような、人権問題を未解決のまま放置することは許されないものであり、社

会の進展に伴い、いつかは解消するであろうという消極的な姿勢では効果を期待する

ことはできない。宅地建物取引の場における人権問題の解決を図るため、府及び業界

は、それぞれの機能分担を明確にし、人権意識の高揚と普及に務めることとする。
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不動産に関する人権問題連絡会とは
宅地建物取引業における人権問題啓発活動を推進し、宅地建物取引業者団体等相互間の

連携を図るため、平成9年9月に設置された団体で、大阪府内の宅地建物取引業関連業界７

団体で構成されています。

■構成団体（順不同）

・(一社)大阪府宅地建物取引業協会 ・(公社)全日本不動産協会大阪府本部

・(一社)関西住宅産業協会 ・(一社)近畿住宅産業協会

・(一社)大阪土地協会 ・(一社)不動産協会関西支部

・(一社)大阪賃貸住宅経営協会


